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【参考】 
 
＜中間とりまとめ（素案）の構成＞ 
１．京都府の住宅・住生活にかかる現状と課題等 
(1) はじめに 
(2) 社会経済情勢等の変化 
(3) 住宅施策等に係る課題 
(34) 関連計画 

   
２．住宅政策の方向性と施策の推進について 
(1) 子育てに優しい社会を支える住まいづくり・住環境整備 
(2) 多世代が支え合い、高齢者、障害者などをはじめ、全ての世代が暮らしやすい住ま 

いづくり・住環境整備 
(3) 重層的な住宅セーフティネットにより全ての人住宅確保要配慮者が安心して暮ら 

せる住生活の実現 
(4) 地域の文化・特性の継承・発展 
(5) 良好な住宅ストックの形成・維持・継承 
(6) 脱炭素社会を見据えた環境・エネルギー問題への対応 
(7) 頻発・激甚化する災害への備え 
(8) 住まいの多様な情報が身近にある環境 

(9) 事業主体や担い手の育成・連携 

 
※赤文字は前回答申（令和 3年 8月 23日）からの引用（追加の要否は要検討） 

 ※青文字は第 14回部会での御意見等を踏まえた追加・修正 

28 

参考資料４-１ 



  

１．京都府の住宅・住生活にかかる現状と課題等 29 

 30 

(1) はじめに 31 

京都府においては、住生活基本法（平成 18 年法律第 61 号）第 17 条第１項の規定により、32 

京都府の区域内における住民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画と33 

して「京都府住生活基本計画」を定めている。本計画は、国の住生活基本計画（全国計画）や34 

京都府総合計画等の関連計画に即してこれまで策定してきており、当初は平成 19 年３月に策35 

定し、その後、概ね５年ごとに見直しを行っており、令和４年３月に策定した「京都府住生活36 

基本計画」においては、全国計画に即して、社会情勢の変化や事業実績等を踏まえ、概ね５年37 

ごとに計画の見直しを行うこととしている。 38 

京都府住宅審議会及び基本政策部会においては、新たな京都府住生活基本計画の策定に向39 

け、最新の住宅関係統計調査結果や人口・世帯構造の変化等の社会経済情勢の変化等を踏まえ、40 

今後 10 年の京都府の住宅政策のあり方について、住宅政策に関わる個別論点などについて令41 

和７年７月より議論を行ったところ。 42 

この中間とりまとめは、これまでの京都府住宅審議会及び基本政策部会における今後 10 年43 

の京都府の住宅政策のあり方を見据えた議論を踏まえ、今後の検討を進めるにあたっての住宅44 

政策の検討の方向性と施策の推進について中間的に整理したものである。 45 

今後、関連計画に改定がある場合は、改定内容を考慮の上、必要に応じて住宅政策の検討の46 
方向性や施策に反映するものとする。 47 
 48 
 49 

(2) 社会経済情勢等の変化 50 

京都府の住宅・住生活をとりまく現状等を鑑みると、以下のような社会経済情勢等の変化に51 

直面している状況にある。 52 

 53 
○ 地価や住宅価格 54 
 ・住宅地における地価が高騰 55 
 ・住宅価格は変動が比較的緩やかであるものの上昇 56 
○ 世帯の状況 57 
・単身世帯の更なる増加及び高齢化に伴う社会的孤立のリスク上昇。 58 

○ 子育て環境 59 
・全国の中でも特に低い合計特殊出生率、女性人口の減少等に伴う出生数の減少。 60 

   ・子育て世帯は、人口減少・少子高齢化に伴い減少し、今後もさらに減少する見込み。 61 
・子育て世帯の約６割が共働き世帯であり、今後も増加の見込み。 62 
・テレワーク等の進展による個室需要と相まって、特に子育て世帯で住宅の広さや間取りを63 
重要視。 64 

○ 高齢化 65 
・高齢者世帯数は増加してきており、特に都市部において単身高齢者世帯数は今後さらに増66 
加する見込み。 67 

・手すりがあることや段差のない屋内など高齢者等のための設備のある住宅は府全域で５０68 
％以上程度にとどまる 69 

・高齢者世帯では「災害時の避難のしやすさ」に対する不満度が高い。 70 
○ 住宅セーフティネット 71 
・令和６年の住宅セーフティネット法の改正を受けにより、貸主と入居者の双方が安心して72 
利用できる市場環境の整備として、新たに居住サポート住宅の認定制度の創設や、住宅施73 
策と福祉施策が連携した居住支援体制の強化等への期待。 74 

・住宅確保要配慮者に対する入居拒否の実態を踏まえた受入れ先確保の必要性の高まり。 75 
・外国人数の増加。に対する住宅確保などの居住支援の必要性。 76 

○ 地域特性 77 
・北部地域から中部の丹波山地を経て、京阪神都市圏に連なる南部地域まで、南北に長い地78 
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形により、様々な気候風土や文化を有する各地域で、地域特性を活かしたまちづくりや施79 
策が進展。  80 

○ 住宅ストック 81 
 ・令和５年空き家等対策特別措置法の改正 82 
 ・令和２年以降マンション関係法の改正 83 
 ・新設住宅着工戸数は、減少傾向。 84 
 ・新設住宅の一戸あたりの着工床面積は、概ね横ばいで推移。 85 
・中古住宅の流通は増加傾向。 86 
・地域間で異なる空き家率の状況（北部で増加する一方、都心部及び南部では横ばいで推移）。 87 

 ・認定長期優良住宅は年間 2,000戸程度であり、横ばいで推移。 88 
 ・公営府営住宅については、入居開始から４０年以上経過する団地が約６割あり、老朽化  89 

が進んでいる。 90 
○ カーボンニュートラル 91 
 ・令和７年建築物省エネ法の改正 92 
 ・2050年のカーボンニュートラル実現に向け、2030年までに省エネ基準を ZEH基準の水準 93 

にまで引き上げ。られることとされているため、住宅全体の省エネ化の推進の必要性。 94 
○ 災害 95 
・近年の災害の頻発化・激甚化にみる既存想定を超える災害発生のおそれ。 96 
・令和５年の、災害発生の危険性のある盛土等を規制する法律の施行改正。 97 
・災害リスクの高い区域における住まい方の工夫や規制、誘導等が求められる。 98 

○住情報の提供・住教育 99 
 ・住情報の提供方法の多様化 100 
 ・点検商法など消費者が巻き込まれる住宅情報関連トラブルの増加 101 
○事業主体や担い手 102 
 ・事業主体の役割の増加や担い手の不足 103 

 104 

(3) 住宅施策等に係る課題 105 

以上のような社会経済情勢等の変化に対して、京都府における住宅施策等に係る課題は以下106 

のとおり。 107 

 108 
○ 子育て環境 109 
・子育て世帯のニーズに応じた住宅の確保に対する支援や住環境整備が求められる 110 

○ 高齢化 111 
・今後増加が見込まれる単身高齢者世帯の住宅確保や住み慣れた地域で孤立せず安心して暮112 
らし続けられる住環境整備が求められる 113 

○ 住宅セーフティネット 114 
・柔軟で重層的な住宅セーフティネットの構築を促進することが求められる 115 
・民間賃貸住宅を有効活用し、公営住宅等を補完することで住宅セーフティネット機能の強116 
化が求められる 117 

○ 地域特性 118 
・地域特性や地域の実情に応じた住宅施策が求められる 119 
・地域資源を活かしたまちづくりの推進が求められる 120 

○ 住宅ストック 121 
 ・既存住宅ストックの性能向上や流通促進、適正な管理が求められる 122 
 ・空き家の発生予防から除却等を含めた空き家対策の推進が求められる 123 
○ カーボンニュートラル 124 

   ・持続可能な脱炭素社会の実現を見据え、住宅の省エネルギー化や長寿命化を促進する必要 125 
がある 126 

○ 災害 127 
・府民の生命・財産を守り、災害被害を最小限に抑えるため、安全な住宅・住宅地の形成に128 
向けた防災・減災の取り組みを促進する必要がある 129 

○住情報の提供・住教育 130 
・住まいに関する多様な情報が必要な者に適切に分かりやすく届くよう住情報の提供が求め131 
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られる 132 
・住民が地域のコミュニティの一員として生活できるよう、住まい力の向上の必要性 133 

○事業主体や担い手 134 
・住生活に関わる府や市町村などの公的主体、住宅関連事業者、各種団体、地域住民等がそ135 
れぞれの役割を活かした連携・協力の必要性 136 

 137 

(4) 関連計画 138 

本計画は、府政運営の指針である「京都府総合計画「あたたかい京都づくり」」及び国の住139 
生活基本計画（全国計画）や「京都府府営住宅等長寿命化計画」等と併せ、京都府の住宅行政140 
に係る基本的な計画となるものである。計画に基づき、各分野が互いに連携しながら積極的な141 
施策に取組むことが必要である。 142 

 143 
＜住生活基本計画（全国計画）（令和８年３月策定予定）＞ 144 
国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画 145 
３つの視点から 2050年を見据えた 11の目標を設定 146 
①「住まうヒト」の視点 147 
目標１ 人生 100年時代を見据え、高齢者が孤立せず、希望する住生活を実現できる環148 

境整備 149 
目標２ 若年世帯や子育て世帯が希望する住まいを確保できる社会の実現 150 
目標３ 住宅確保要配慮者が安心して暮らせる居住環境・居住支援体制の整備 151 
目標４ 過度な負担なく希望する住生活を実現できる環境整備 152 

②「住まうモノ」の視点 153 
目標５ 多世代にわたり活用される住宅ストックの形成 154 
目標６ 住宅ストックの性能や利用価値が市場で適正に評価され、循環するシステムの155 

構築 156 
目標７ 住宅の誕生から終末まで切れ目のない適切な管理・再生・活用・除却の一体的157 

推進 158 
目標８ 持続可能で多様なライフスタイルに対応可能な住宅地の形成 159 
目標９ 頻発・激甚化する災害に対応した安全な住環境の整備 160 

③「住まいを支えるプレイヤー」の視点 161 
目標 10  担い手の確保・育成や海外展開等を通じた住生活産業の発展 162 
目標 11 国と地方における住宅行政の役割の明確化と推進体制の整備 163 

 164 
＜京都府総合計画「あたたかい京都づくり」（令和５年３月策定）＞ 165 
2040年に実現したい京都府の将来像 166 
１．人と地域の絆を大切にする共生の京都府 167 
２．文化の力を継承し新たな価値を創造する京都府 168 
３．豊かな産業と交流を創造する京都府 169 
４．環境と共生し安心・安全が実感できる京都府 170 

 171 

２．住宅政策の検討の方向性と施策の推進について 172 

前述のような住宅・住生活にかかる現状と課題等がある中で、府では交通基盤整備の進展を活  173 
かして、各地で産業や交流施設の立地に関する計画が進められ「８つの広域連携プロジェクト」174 
など地域の活性化に向けた取り組みが活発に行われている。また、「あたたかい京都づくり」に175 
おいて、「共生の京都府」、「新たな価値の創造」、「環境と共生し、安心・安全を実感できる」176 
といった将来像に向けた取組を進めているところ。 177 
これらの課題解決、地域の発展の支援、府の将来像の実現のため、府民の生活の基盤である住 178 

宅に関し、地域ごとの状況を踏まえた上で、京都府ならではの住宅政策の方向性を定め、市町村 179 
や関係団体等と連携して各種施策を総合的・重点的に推進していくことが必要である。また、住 180 
宅政策のみにとどまらずにおいては、その他部局との連携を要する施策についてはが多数あるた 181 
め、部局間での十分な認識共有のもと、その推進に努めるべきが必要である。 182 

これまでの京都府住宅審議会及び基本政策部会における議論を踏まえ、今後 10年の京都府の 183 

住宅政策のあり方について、住宅政策に関わる 10９の項目に整理し、それぞれの項目ごとに今後 184 
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10年で取り組む施策の検討の方向性について以下のとおり示す。 185 

 186 
 187 

(1) 子育てに優しい社会を支える住まいづくり・住環境整備 188 

◆子育てしやすい住宅の整備や供給、子育て世帯の入居の円滑化 189 

・子育て世帯のニーズに応じた住宅を確保し、子育て支援を推進すべき。 190 

・公営住宅においても、子育て世帯が利用しやすい住環境の整備を促進するとともに、空 191 

き住戸を民間事業者に活用してもらうことで子育て世帯をサポートする取組を促進すべ 192 

き。 193 

・「子育てにやさしい住宅・住環境ガイドライン」の周知等を通じて、適切な住情報の提供194 
を図るべき。 195 

◆子育てしやすい住環境の推進 196 

・地域全体で子育て世帯をサポートできるように空き家等を子育て支援活動に活用する取 197 

組を促進すべき。 198 

・多三世代同居や近居、二地域居住の他、多様な住まい方の中で、地域の実情に応じて子 199 

育てしやすい住環境ネットワークを推進すべき。 200 

・社会全体での結婚から子育てが終わるまでの切れ目のない支援に向けて、子育てしやすい201 
住環境の整備充実を図るべき。 202 

・新婚世帯や未婚者を含むこれから子育てする世帯が今後子どもを産み育てることができる203 
と実感できる住宅を確保できるよう、公的・民間賃貸住宅への入居支援などの取組を推進204 
すべき。 205 

 206 

(2) 多世代が支え合い、高齢者や障害者などをはじめ、全ての世代が暮らしやすい住まいづ     207 

くり・住環境整備  208 

◆高齢者などが住み慣れた地域で孤立せず安心して暮らし続けられる住環境の形成 209 

・高齢者などの住まいの確保に向けた取組と孤立を未然に防ぐ取組等により効果的に連携 210 

すべき。 211 

・高齢者などのニーズに応じた福祉施策や地域の民間事業者や関係団体との連携を強化す212 

べき。 213 

・高齢者が孤立せず役割を持って地域に関わりが持てるよう、高齢者と若者が支え合う住 214 

まいの仕組みづくりを推進すべき。 215 

   ・障害者の居住支援について、障害者のニーズに応じてその周辺住民に対する働きかけに 216 

よる支援を積極的に検討すべき 217 
・サービス付き高齢者向け住宅等高齢期の暮らしを支える住宅の供給の促進等をや地域交流218 
拠点の整備等を図るべき。 219 

・長寿命化はさらに進み、後期高齢化社会への対応の必要性が生じている今、前期高齢者の220 
段階で住まいの選択が可能なように、現在の住居の情報など、高齢者の多様なニーズに応221 
える住情報高齢者向けに提供される住宅高齢期の暮らしを支える住宅の情報の提供を図222 
るべき。 223 

・高齢者の心身の特性を考慮した災害・火災対策への取組による不安解消とともに、災害時224 
に孤立させないためのソフト面からの支援も検討すべき。 225 

◆高齢期に適した住宅の普及促進 226 

・助成や融資制度の活用による住み続けられる住宅改修への経済的な支援を推進すべき。 227 

・高齢期に住み続けられる住宅へのバリアフリー化、部分的改修及び定期的なメンテナン228 

ス等の実施に対して市町村と連携した情報提供を充実すべき。 229 

・安全で快適な居住を実現するため耐震性の乏しい住宅に住む高齢者に対して簡易であっ230 

ても効果的な最低限の簡易な耐震改修への誘導を検討すべき。 231 

・高齢者の各種ニーズに対応した福祉施策との連携強化により、地域における福祉サービス232 
とも有機的に連携した住宅改修の促進を図るべき。 233 

・リモートによる健康状態の監視や在宅診療といった新しい技術を使った設備の導入など、234 
高齢者の安心・安全な生活をサポートする住宅の普及についても検討すべき。 235 

・バリアフリー改修などの促進のために、助成、融資制度の充実とリバースモーゲージなど236 
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の有効な制度活用に向けた啓発の強化に取り組むべき。また、離れて暮らす身内などでも237 
使いやすい相談窓口の柔軟な運用を検討すべき。 238 

 239 

(3) 重層的な住宅セーフティネットにより全ての人住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住生  240 

活の実現 241 

◆柔軟で重層的な住宅セーフティネットの構築の促進 242 

・府及び市町村の関係部局、福祉団体、民間事業者、居住支援法人等との連携強化を促進 243 

すべき。 244 

・市町村と居住支援法人の連携による地域資源を活かした居住支援の取組が効果的に実現 245 

されるよう、府からの働きかけについて検討すべき。 246 

・外国人を含む住宅確保要配慮者が住宅相談や情報入手ができる環境を整備すべき。 247 

・外国人や障害者の居住支援について、その周辺住民に対する働きかけによる支援を検討 248 

すべき。 249 

・居住支援法人の取組に関する好事例の発信などモチベーションアップにつながる取組を250 

積極的に検討するべき。 251 

・民間賃貸住宅の空き家と入居を必要とする要配慮者のマッチングが進むよう民間事業者252 

等との連携を強化すべき。 253 
・居住支援法人による若者の賃貸住宅への円滑な入居を支援するため、学生、若手芸術家、254 
若手エッセンシャルワーカーの住宅確保要配慮者への追加について検討すべき 255 

・令和６年の法改正を受け、安否確認、見守り、福祉サービスへのつなぎ等を行う居住サポ256 
ート住宅の供給等に係る計画の策定・実施の促進にあたり、住宅の規模及び設備に係る基257 
準や専用賃貸住宅の戸数の基準について検討すべき 258 

・令和６年の法改正を受け、賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者に対する日常生活を営む259 
ために必要な援助その他の福祉サービスの提供体制の確保に関する事項等について検討260 
すべき 261 

・高齢者入居等サポーター制度の普及促進による要配慮者への情報提供の推進 262 
◆公営住宅等による支援 263 
・公営住宅の供給においては費用対効果を踏まえた安定的な供給方法の検討と併せ、地域に264 
おける公的賃貸住宅全体のストック数や地域特性、需給バランスを踏まえた適正な供給量265 
の検討を行うべき。 266 

・要配慮者のニーズに合った住宅供給を行うとともに、管理の適正化や入居制度の柔軟な運267 
用により、引き続き民間市場との適切な役割分担により住宅セーフティネットを担うべ268 
き。 269 

 270 

(4) 地域の文化・特性の継承・発展 271 

◆地域特性、地域の実情に応じた施策の展開 272 
・地域特性に合った住宅政策を展開すべき。 273 
・地域の住宅事情をよく知る担い手の育成に向けた取組を検討すべき。 274 
・市町村の取組に対する府の支援を継続するとともに、特に北部地域における取組に対し 275 
て府の支援を検討すべき。 276 

◆地域力向上や地域コミュニティ活性化へのつながり、広がり 277 
・公営住宅等の利活用も含めた地域での活動を行う団体等との連携や活動支援を検討すべ 278 
き。 279 

◆地域資源を活かした持続的なまちづくりの推進 280 
・地域に根差したモデル住宅事業の推進を検討すべき。 281 
・京都ならではの景観や、建築、コミュニティの文化の醸成を継続すべき。 282 
・これまでの先進的な団地再生などの取組で得られたノウハウを汎用化し、他の事業主体 283 
への継承に努めるべき。 284 

 285 

(5) 良好な住宅ストックの形成・維持・継承 286 

◆住宅ストックの性能向上及び流通促進 287 
・耐震化、バリアフリー化、省エネルギー化、長寿命化などによる住宅改修により、既存住 288 
宅ストックの性能向上を図るべき。 289 
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・良質な住宅ストックの形成に向け、特に住宅需要の高い地域では住宅ストックに係る各種 290 
制度のより一層の普及を促進すべき。 291 

・地域ごとに異なる住宅需要の必要性を踏まえた住宅の性能向上や耐震化に関する情報提供 292 
や相談体制の充実を検討すべき。 293 

・地域における既存ストックの活用促進に向け、住環境なども兼ね備えた良質な中古住宅の 294 
流通促進を図るべき。 295 

◆マンション管理の適正化 296 

・マンション管理の適正化においては流通促進の観点から、特に不動産市場の力で管理の 297 

適正化を促す仕組みづくりが重要。 298 

・高経年マンションの維持管理や建替えや、大規模改修等への支援に関する相談体制を検 299 

討充実すべき。 300 

・市におけるマンション管理の適正化の取組みや関係機関からの情報提供の共有を促進す 301 

べき。 302 

・マンション管理の適正化に向け、地域の実情に応じて民間団体と連携し、民間の力を活 303 

用したマンション管理の適正化を検討すべき。 304 

◆空き家に対する取組み 305 

・地域特性に応じた空き家の発生予防から除却等を含めた空き家対策の推進のため、市町306 

村、関係団体との連携の強化を検討すべき。 307 

    ・住み続けられる住宅へのバリアフリー化、部分的改修及び定期的なメンテナンス等の実 308 

施に対して市町村と連携した情報提供を充実すべき 309 

・仮に空き家となっても、地域住民等との連携による見守りや管理による周辺への悪影響 310 

防止を検討すべきであり、先進的な取組事例の他地域への展開も図るべき。 311 

・空き家の活用促進のため、空き家の情報提供に加え、移住支援や移住先の各種支援制度 312 

を総合的に提供することを検討すべき。 313 

・空き家の有効活用が促進されるように、若い世代への働きかけや相談窓口の充実を促進 314 

すべき。 315 

 316 

(6) 脱炭素社会を見据えた環境・エネルギー問題への対応 317 

◆住宅における省エネルギー化・長寿命化 318 

・住宅の総合的なエネルギー消費の抑制に向け、省エネ性能の高い設備の導入や適切な維 319 

持管理を含む長寿命化等に向けた取組を促進すべき。 320 

・省エネ性能の向上による住まい手のリスク低減についても啓発し、住宅の省エネルギー 321 

化を促進すべき。 322 

・断熱改修などの比較的安価で身近な施策により性能向上の効果を実感できる取組を検討323 

すべき。 324 

・公営住宅等においても府内産木材利用を促進するとともに、率先してネット・ゼロ・エ 325 

ネルギーハウス（ＺＥＨ）など省エネルギー性能の向上を推進すべき。 326 

・地域の風土や特性に適応し、住まい手の生活手法を活かした省エネルギー住宅を推進すべ 327 

き。 328 

・長期優良住宅の普及促進や建築文化を活かした省エネルギー化の推進を図るべき。 329 
・環境対策上高性能な設備導入については、所得層にかかわらずあらゆる世帯で取り組める 330 
ように、公営住宅においても地球全体の環境対策の視点から検討すべき。 331 

・これまでの公営住宅における環境対策の効果を検証し、有効な対策は積極的に活用すべき。 332 
 333 

(7) 頻発・激甚化する災害への備え 334 

◆防災・減災への取組 335 

・耐震化についてはストックベースの考え方に基づき、地盤対策も含め社会的施策の推進 336 

として検討すべき。 337 

・耐震シェルター設置など比較的安価に実施できる対策については耐震診断や耐震改修の 338 

促進とともに制度活用に向けた周知を検討すべき。 339 

・密集市街地における地域資源をや、コミュニティ内の協定等を活用した二方向避難の確 340 
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保などの施策を推進すべき。 341 

・高齢者など避難時に配慮が必要な者に対する耐震改修、バリアフリー化などに関する制 342 

度周知や意識啓発を検討すべき。 343 

・住宅金融支援機構等、関係団体との協働による必要な耐震施策を周知すべき。 344 

・地域特性に応じた市町村の取組に対して府との連携を推進すべき。 345 

・大規模地震、風水害、崖崩れ、大規模な火災などに対する防災への取組は「地域の防災ま346 
ちづくり」として住民が自ら取り組むという観点も重視すべき。 347 

・公営住宅等における災害対策（雨水貯留施設の設置等）を進め、地域全体の役割分担の中348 
で地域防災への貢献を推進すべき。 349 

◆被災者の住まい確保に対する取組 350 

・被災者に対する応急的な住宅の提供や既存ストックの活用を促進すべき。 351 

・迅速な住まいの確保、住宅再建に向けた官民連携による支援体制の構築を検討すべき。 352 

(8) 住まいの多様な情報が身近にある環境 353 

◆住まいに関する多様な情報の提供 354 

・公的主体による住まいに関する多様な情報が、必要な者に、的確に届き、活用されるよ 355 

うな仕組みを検討すべき。 356 

・住まいに関する多様な情報を一元的に提供できるよう公的主体による連携強化を検討す 357 

べき。 358 

・府民に対して信頼できる事業者に関する情報を共有すべき。 359 

・申請手続き等に対する情報の支援を検討すべき。 360 

・住情報のリテラシー向上のため、住情報に関する適切な管理を検討すべき。 361 

・住宅情報関連のトラブルに関して、消費者への効果的な注意喚起等を検討すべき 362 

 363 

◆住教育による住まい力の向上 364 

・住宅の日常的な維持管理の観点を前提とすることが重要。 365 

・住教育に関しては、年齢や学年に応じ、住宅を「自らの身近な問題」として、また「地域366 
の問題」として考える機会の提供という観点で取り組むべき。 367 

・住教育については個々の住民が地域コミュニティの一員として住み続ける際に必要な地域368 
コミュニティ活動や区分所有による合意形成の困難さを伴う居住ルールなど、幅広な取組369 
を行うべき。 370 

 371 

(9) 事業主体や担い手の育成・連携 372 

◆公的主体間における役割分担 373 

・市町村の居住支援に関する取組に対しては、府が、居住支援法人や市町村の関係者との 374 

つながりを促進・強化することにより、地域の総合的かつ包括的な居住支援体制の整備 375 

を図るなど、地域にふさわしい住宅施策の推進に向け、市町村の取組みを支援する府の 376 

役割がますます重要。 377 

◆住生活に関わる担い手の活動促進 378 

・担い手を確保し、担い手のモチベーションアップや消費者が安心して事業者に相談等が 379 

できる環境の整備が必要。 380 

・地域に精通した担い手の育成を含めた地域特性に適応した住宅政策の展開を検討すべ 381 

き。 382 

・福祉等の幅広い分野に係る関連機関との連携による住宅施策を検討すべき。 383 

◆担い手の活動促進のための公的主体の連携促進 384 

・担い手による活動の全体像を把握した上での連携強化の支援を検討すべき。 385 


